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「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

   

 当社は、平成 27 年５月 15 日開催の取締役会において、「内部統制システムの基本方針」を改定する

ことを決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 これは、「会社法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 90 号）及び「会社法施行規則等の一部

を改正する省令」（平成 27 年法務省令第６号）が平成 27 年５月１日に施行されたことを踏まえ改定す

るものであります。 

記 

 

内部統制システムの基本方針 

 

(1)経営の基本方針 

当社及び当社の子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）は、「Smiles for All.す

べては、笑顔のために。」という企業スローガンの下で「食を通じて社会に貢献する」「安全で安心な

食品とサービスを提供する」ことを当社グループ全体の責務として果たすことにより、消費者や取引

先の皆様から支持され、信頼される企業グループとなることで、企業価値の最大化を図り、社会、株

主、従業員等すべてのステークホルダーの皆様にとっての利益増大を目指す。 

 

(2)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①経営監督機能の強化と経営の透明性の更なる向上を目指し、各業務執行における個々の取締役の責

任の所在を明確にする職務分掌と組織を整理する。 

②法令及び定款並びに社会規範に適合することを確保するための体制（以下「コンプライアンス体制」

という。）の強化を目的とする各種規程（以下「コンプライアンスに係る規程」という。）を定め、

取締役はコンプライアンスに係る規程に従い、その職務を執行し、当社グループの業務の適正を確

保する。 

③取締役の職務の執行がコンプライアンスに係る規程に適合しているか否かについてのチェック体制

は、取締役が相互に監督、監視を行い、更に監査役の監査を受けることにより確保する。なお、当

社の取締役会には独立性の高い社外取締役及び社外監査役が出席し、取締役の職務の執行に関する

監督機能の更なる強化を図る。 

 

(3)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る各情報を保存し、管理する。 



(4)損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①財産損失のリスク、収入減少のリスク、賠償責任リスク、人的損失リスク及びビジネスリスクなど、

経営に重要な影響をもたらす可能性のあるリスクの回避、低減等を行うために、リスク管理に関す

る規程を定める。 

②各部門の担当役員及び使用人は、リスク管理に関する規程に従い、自部門に内在するリスクを把握、

分析、評価した上で適切な対策を実施する。 

③監査部門は、各部門のリスク管理状況について、業務から独立した視点で監査を実施する。 

④事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「危機管理基本規程」に則り、対策本部を設置し、か

かる事態に起因する損失・被害を最小限にとどめるべく迅速な対応を行う。 

 

(5)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社グループにおける事業の効率性の確保を目的とした職務分掌と組織を整理する。 

②取締役は職務分掌に従い職務を執行する。当社の取締役会は原則月１回の開催以外にも、必要ある

ごとに機動的に開催し、当社グループ全体を視野に入れた充実した審議を行い、時宜に応じた機動

的な職務を執行し得るよう迅速な意思決定を下せる体制を維持する。 

③当社社長主導により、業務執行責任者が出席する連絡会議を原則として毎週開催し、重要な稟議事

項及びその他報告事項について検討を行い、情報の共有を図る。 

 

(6)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①コンプライアンス体制を整備し、コンプライアンスに係る規程の制定並びに研修等のプログラムを

策定し、コンプライアンスの徹底を図る。 

②コンプライアンス体制の整備においては、使用人の職務の執行が法令及び定款並びに社会規範に適

合しているか否かに係るチェック体制の整備も含めるものとする。 

 

(7)企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社グループ各社の代表取締役等に対して必要に応じて当社取締役会への出席を求め、業務の執行

状況に関して説明の機会を設ける。また、当社グループ各社が行う事業は、当社の関連する事業本

部が一元的に統轄する。 

②当社の監査部門は、コンプライアンスに係る規程に従い、当社グループ各社に対して、業務の適正

の確保の状況について、業務から独立した視点から監査を実施する。 

③当社監査役は、当社グループ各社の監査役の監査報告書を閲覧し、当社グループ各社の取締役等の

職務の執行を確認すると共に、当社グループ各社の監査役との定期的な情報交換会を実施し、状況

の把握に努める。 

④当社グループにおいて生じ得る企業の健全性を損ないかねない取引及び行為に関するレポートライ

ンを整備して、当社グループ各社における不適切・非通例的な取引を防止する措置を講ずる。 

 

(8)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

及び取締役からの独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助するための使用人（以下「監査補助使用人」という。）を置くことを監査役が求

めた場合、当該監査役及び監査役会と協議のうえで必要な監査補助使用人を配置する。 

②監査補助使用人は監査役のみの指示命令に基づき業務を実施する。なお、監査補助使用人には調査

等の業務権限を付与し、役職員は必要な協力を行う。 



③監査補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、監査役会の同意を得なければならないものと

する。 

 

(9)取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

①監査役監査が実効的に行われるよう必要かつ適切な情報を適時に収集できる体制を整備する。この

体制の整備にあたっては、取締役及び使用人が各監査役の要請に応じて必要な事項をすみやかに報

告することができるようにするほか、取締役及び使用人が自発的に当社グループに重大な影響を与

える事項を監査役に報告できる機会を設ける。 

②当社グループ各社の取締役及び使用人等が、当社グループに重大な影響を与える事項を自発的に報

告できるよう制度を整備すると共に、その活用の実効性を確保するべく監査役も報告窓口とし、か

つ当該報告を理由として通報者が不利益な取り扱いを受けない体制を整備する。 

 

(10)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用又は債務の処理に係る方針 

監査役の職務に必要な費用は監査役の監査計画に応じて予算化し、有事における監査費用について

も監査役又は監査役会の要請により適切かつ迅速に前払いあるいは償還するものとする。    

 

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役会と代表取締役との定期的な意見交換会を実施する。 

②会計監査人から監査内容について説明を受け情報交換を行うなど連携を取る。 

③業務を執行する役員及び各支店、事業所等を統括する職員について、定期的に直接面談する機会を

設ける。 

 

(12)財務報告の適正性を確保するための体制 

財務報告の適正性を確保するため金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制が有効かつ適

切に行われる体制を整備することにより、当社及び子会社について全社的な内部統制や業務プロセス

について継続的に評価し必要な改善を図る。 

 

(13)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

①社会的秩序を乱し健全な企業活動を阻むあらゆる団体・個人との一切の関係を遮断し、いかなる形

であっても、それらを助長するような行動をとらない。 

②当社グループでは、反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方を行動規範に明記し、周知する。

また、弁護士等専門職の協力の下、警察等と密に連携し、情報収集に努める。 

 

              

 

以 上 


